
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

コーポレートガバナンスの充実の目的は、経営の合理性、適法性や透明性の向上・徹底等を図ることを通じて、企業価値を高め、企業の社
会的責任を果たすことです。今後も、コーポレートガバナンスの充実を当社グループ全体の経営上の最重要課題のひとつとして位置づけ、次
の基本方針に沿って積極的に取り組んでまいります。

１．株主の権利を尊重し、平等性を確保する。
２．株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。
３．会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。
４．独立社外取締役との連携により、客観的な立場からの助言や、各ステークホルダーの意見等の反映を通じ、取締役会による業務執行の監

督機能を実効化する。
５．中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。 

【原則１－２．株主総会における権利行使】
（補充原則１－２－４）

当社の株主総会においては、議決権行使率が約９割程度ありますが、機関投資家、海外投資家の比率や費用対効果等も勘案し、議決権
の電子行使を可能とする環境整備の必要性について、検討してまいります。

なお、平成２８年６月２９日開催の第34回定時株主総会から「招集通知ご通知」（狭義の招集通知）及び株主総会参考書類を英訳し、東京証
券取引所及び当社ホームページにて公表しております。

【原則３－２．外部会計監査人】
（補充原則３－２－１）

監査等委員会は、外部会計監査人から職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めるほか、意見交換を行うなどして、外
部会計監査人の独立性及び専門性について適宜確認をいたします。

また外部会計監査人の評価基準等については、今後策定する予定です。

【原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】
（補充原則４－１１－３）

取締役会全体の実効性を分析・評価する方法等については、取締役会の充実を図るという観点から、今後実施してまいります。 

【原則１－４．いわゆる政策保有株式】
当社グループは、純投資以外の目的で上場株式を保有することは、保有の合理性が認められる場合を除き、原則として行いません。
保有の合理性が認められる場合とは、当社グループが事業活動を行っていく上で取引関係の維持や強化等の面で必要性があること、また

株式の発行会社の株価動向や企業業績等を検証し、保有に伴うリスク面やリターン面を踏まえ、採算性も考慮した上で、合理的であると判断
できる場合をいいます。

また、同株式に係る議決権行使は、その議案が株式の発行会社の中長期的な企業価値の向上、株式の価値の向上に資するかどうかという
観点と、当該株式の保有の目的とも照らしつつ、適切に行使いたします。

【原則１－７．関連当事者間の取引】
取締役会規則において、当社役員が当社との間で直接取引その他の会社法に定める利益相反取引に該当する取引を行う場合には、取締

役会及び監査等委員会の事前承認を得るものとし、またその承認後も当該取引の状況について遅滞なく取締役会に報告することとしており
ます。

また、上記以外の主要株主等との取引については、取締役会規則において定める基準に従い、取引の重要性等に応じて取締役会及び監
査等委員会の事前承認を得ることとしております。

【原則３－１．情報開示の充実】
（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

＜グループ理念＞
先進の技術と優しさで、快適なヘルスケア環境を創造します。

＜ステートメント＞
as human, for human（人として、人のために）

当社グループは、上記の経営理念及びステートメントのもと、どなたにも使いやすい優しさや安全性を兼ね備えた製品・サービスの提供
を目指しております。その実現に努めることを通じて、様々なステークホルダーに対する社会的責任を果たすとともに、持続的な成長と企
業価値の向上を目指してまいります。

＜中長期的な会社の経営戦略＞



当社グループは、2016年４月から2021年３月を対象とした中期経営計画「2020プラン」を策定しております。
当社ホームページにおいて公表しておりますのでご参照ください。
中期経営計画「2020プラン」の策定に関するお知らせ（http://www.paramountbed-hd.co.jp/news/detail/264）

＜資本政策の基本方針＞
１．株主の皆さまへの剰余金の配当につきましては、業績を反映した利益還元を重視する一方で、将来の積極的な事業展開と急激な事業

環境の変化に備え、財務体質と経営基盤のより一層の強化を図るための内部留保の充実を総合的に勘案したうえで、配当金額を決定
いたします。なお、「剰余金の配当」による配当性向は、30％を基準とした実施を想定しております。

２．当社では、機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益の向上を図るため、当社が必要と判断すれば自己株式
の取得を行います。

３．株式の希薄化をもたらす各種の資本調達を実施する場合には、資本使途の内容と回収計画を取締役会において十分に審議のうえ決
議するとともに、その実施に際しては、投資家及び株主の皆さまへ速やかに開示・説明いたします。

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
本報告書「I－１．基本的な考え方」をご参照ください。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
取締役（非業務執行取締役を除く）については、役割評価に基づく固定的な要素と企業業績に基づく業績連動部分を組み合わせた報酬

体系となっております。賞与に関しては、売上高や利益額といった業績を加味した計算式により算出しております。その内容を事前に独立
社外取締役の意見を聴取した上で取締役会において決定いたします。

なお、株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は年額５億円以内、監査等委員である取締役は年額１億円以内と
してご承認をいただいており、その範囲内で決定しております。

（４）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続
当社は、定款において取締役（監査等委員である取締役を除く。）は12名以内、監査等委員である取締役は５名以内と定めております。

現在、取締役の員数は10名（男性９名、女性１名）であり、そのうち独立社外取締役は３名となっております。取締役候補者を選定するに
あたっては、人格・見識に優れ、出身分野における豊富な経験や実績を有するとともに、高い倫理観を有する人物であることを基本的な要
件とし、多様性にも配慮しております。

その上で、業務執行を担当する取締役については、豊富な業務上の専門知識と経験を有する人物を要件としております。代表取締役が
これらを総合的に勘案して候補者を提案し、事前に独立社外取締役に対し意見を聴取した上で取締役会において選任議案を決定いたし
ます。

なお、監査等委員である取締役候補者については、上記の要件に加え、１名以上は財務・会計に関する適切な知見を有することを要件
とし、監査等委員会への提案及び同意を経て取締役会において選任議案を決定いたします。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明
取締役候補者の選任理由については、当社ホームページにおいて公表しております株主総会招集ご通知38～45ページをご参照ください。
株主総会招集ご通知（http://www.paramountbed-hd.co.jp/irfiles/upload_file/tdnrelease/7817_20160524498520_P01_.pdf）

【原則４－１．取締役会の役割・責務(１)】
（補充原則４－１－１）

法令及び定款に定める事項並びに金額・性質等により特に重要性が高いと認められる事項を取締役会付議事項として取締役会規則に定め
ておりますが、その他の業務執行に関する決定は、社内規程に基づき代表取締役その他の経営陣に委任しております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】
独立社外取締役候補者を選定するにあたっては、人格・見識に優れ、出身分野における豊富な経験や実績を有するとともに、高い倫理観を

有する人物であることを基本的な要件としております。それに加え、会社法に定める社外取締役の要件及び金融商品取引所が定める独立性
基準を満たしていることを要件としております。

【原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】
（補充原則４－１１－１）

本報告書「I－１ 【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１】（４）」をご参照ください。

（補充原則４－11－２）
取締役の兼任状況につきましては、当社ホームページにおいて公表しております株主総会招集ご通知11・38～45ページをご参照ください。
株主総会招集ご通知（http://www.paramountbed-hd.co.jp/irfiles/upload_file/tdnrelease/7817_20160524498520_P01_.pdf）

（補充原則４－11－３）
本報告書「I－１ 【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】」をご参照ください。

【原則４－14．取締役・監査役のトレーニング】
（補充原則４－14－２）

１． 当社の取締役は、その役割・責務を果たすために、就任時のみならず就任後においても、当社グループの事業・財務状況、
医療・介護業界をはじめとする当社を取り巻く事業環境及び法令等の理解を深め、研鑽に努めるものとします。

２． 当社は、新任の社外取締役に対し、当社グループの事業内容や現状についての説明を実施するとともに、事業所・工場の視察、他の
役員との面談などの機会を設けることとします。

３． 当社は、前各号に必要な費用を負担するものとします。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】
（補充原則５－１－２）
＜株主との建設的な対話に関する基本方針＞

当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値のためには、株主・投資家の皆様との建設的な対話に積極的に取り組むこ
とで長期的な信頼関係を構築することが重要であると認識しています。この認識のもと、情報の開示、株主・投資家の皆様との対話、経営幹
部や取締役会へのフィードバックなどを適切かつ効率的に行うための社内体制整備や取り組みを推進します。

＜体制＞



２．資本構成

【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、株主・投資家の皆様との対話をはじめとしたIRを統括する広報・IR部を中心として、代表取締役及び担当役員ならびに関係各部
門が連携し、株主・投資家の皆様との建設的な対話に取り組みます。

＜対話の方法＞
アナリスト、機関投資家の皆様に対しては、決算説明会を半期毎に実施するほか、合理的な範囲で、電話取材や個別取材、スモールミー

ティング等の取材を受け付けます。また、報道関係の皆様向けの決算発表記者会見を東京証券取引所の兜倶楽部において半期毎に実施し
ます。個人投資家の皆様に対しては、適宜説明会を実施するほか、当社ホームページ上に専用ページを設け、事業内容や方針、業績などを
紹介します。

＜経営へのフィードバック＞
IR活動を通じて得られた情報や要望については、適時適切に経営陣にフィードバックします。

＜インサイダー情報の管理＞
当社はIR情報開示方針を定め、当社ホームページ（http://www.paramountbed-hd.co.jp/contents/193）に掲示しております。この方針にも

とづき、投資判断に影響を及ぼすと思われる会社情報を法令遵守のうえ遅滞なくかつ公平に開示するよう努めます。また、決算情報の漏洩
防止のため、決算発表日前の一定期間をサイレント（沈黙）期間とし、この期間は決算に関するコメントや質問への一切の回答を控えることと
しています。 

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社シートック 3,121,000 10.11

有限会社レッジウッド 2,373,000 7.69

ニウヴァレーキャピタル合同会社 1,679,000 5.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 968,600 3.14

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 966,900 3.13

木村憲司 912,397 2.95

木村恭介 911,275 2.95

木村通秀 911,016 2.95

木村友彦 820,149 2.66

株式会社みずほ銀行 700,952 2.27

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

・【大株主の状況】につきましては、平成28年３月31日現在の状況を記載しております。
・当社は自己株式2,362千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査等委員会設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

後藤芳一 学者

岡ゆかり 弁護士

佐藤正樹 公認会計士 △

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

後藤芳一 ○
当社は、株式会社東京証券取引所に対
し、同氏を独立役員とする独立役員届出
書を提出しております。

・社外取締役選任理由
長年、企業のものづくりを中心とした産業振

興に関する経済行政分野に携わってこられ、
また、産学連携や研究分野における豊富な経
験と、幅広い知見を有しておられることから、そ
の知見を引き続き当社の経営に活かしていた
だくとともに、当社経営陣から独立した立場か
ら業務執行取締役の職務の執行に対する適
切な助言・監督を行っていただけるものと判断
し、社外取締役として選任いたしました。

・独立役員指定理由



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

【任意の委員会】

【独立役員関係】

独立役員の属性として取引所が規定する項
目のいずれにも該当しないほか、有価証券上
場規程施行規則211条４項第５号に規定する
事由に該当もないため、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないものと判断しております。

岡ゆかり ○ ○
当社は、株式会社東京証券取引所に対
し、同氏を独立役員とする独立役員届出
書を提出しております。

・社外取締役選任理由
弁護士として培われた専門的知識と高い見

識を有しておられ、当社のコンプライアンス経
営や、コーポレートガバナンス体制の強化にそ
の見識を活かしていただけると判断し、監査等
委員である社外取締役として選任いたしまし
た。

・独立役員指定理由
独立役員の属性として取引所が規定する項

目のいずれにも該当しないほか、有価証券上
場規程施行規則211条４項第５号に規定する
事由に該当もないため、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないものと判断しております。

佐藤正樹 ○ ○
当社は、株式会社東京証券取引所に対
し、同氏を独立役員とする独立役員届出
書を提出しております。

・社外取締役選任理由
公認会計士としての資格を有しており、長年

にわたる会計監査経験に基づく高い見識を当
社のコーポレートガバナンス体制の強化に活
かしていただけると判断し、監査等委員である
社外取締役として選任いたしました。

・独立役員指定理由
独立役員の属性として取引所が規定する項

目のいずれにも該当しないほか、有価証券上
場規程施行規則211条４項第５号に規定する
事由に該当もないため、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないものと判断しております。

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無 あり

本報告書「IV－１ ５．監査等委員会の職務を補助すべき職員に関する事項」をご参照ください。

監査等委員会と会計監査人の連携については、監査等委員会は会計監査人から監査の計画、結果について説明を受け、随時情報交換や意
見交換を実施します。一方、監査等委員会と内部監査室の連携については、監査等委員会は内部監査室から監査結果の報告を受け、意見交換
を実施します。また、会計監査人による監査の報告会にて問題の共有化を図るとともに、必要に応じて監査等委員会・内部監査室の合同監査も
実施します。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 なし

独立役員の人数 3 名



その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【社外取締役のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

―――

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

ストックオプション制度を導入しておりましたが、行使期間満了により、終了しております。 

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成28年３月期において、当社が取締役に支払った報酬の総額は、３億２百万円であります。なお、この金額には、使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まれておりません。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

本報告書「I－１ 【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１】（３）」をご参照ください。

社外取締役に対しては、グループ経営会議資料など、必要な情報・資料を都度書面にて提供し、取締役会の重要な議案について提案の背景、
目的、内容等の事前説明を実施しております。監査等委員である社外取締役に対しては、グループ経営会議資料や会計監査報告書など、必要
な情報・資料を、都度書面にて提供し、また監査等委員会に対しては、職務を補助する使用人を配置しております。

業務執行について
取締役会は、原則として毎月１回開催され、法令で定められた事項や経営上重要な事項について議論し迅速な意思決定を行っております。ま

た、当社及び連結子会社の取締役及び執行役員等で構成されたグループ経営会議は、原則として毎月１回開催され、さまざまな経営課題を幅広
く取り上げ活発な議論を行い、経営活動の最適化を図っております。

監査・監督について
当社は監査等委員会制度を採用しております。監査等委員会は原則として毎月１回開催し、監査等委員会が定めた監査方針、業務の分担及

び年度計画に基づき、事業所の実地監査を行うとともに、経営会議などの重要な会議への出席、取締役等から営業報告の聴取、重要書類の閲
覧を行うなどして、厳正な監査を実施します。なお、監査等委員は３名（うち社外取締役２名）で構成しております。また、社長直属の内部監査室
が、内部監査規程に基づき連結子会社を含めた全部門を対象に業務監査及び会計監査を計画的に実施し、内部監査の充実を図っております。

指名について
取締役の候補者指名については、人格・見識に優れ、出身分野における豊富な経験や実績を有するとともに、高い倫理観を有する人物である

ことを基本的な要件とし、多様性にも配慮しております。その上で、業務執行を担当する取締役については、豊富な業務上の専門知識と経験を有
する人物を要件としております。代表取締役がこれらを総合的に勘案して候補者を提案し、事前に独立社外取締役に対し意見を聴取した上で取
締役会において選任議案を決定いたします。

報酬決定について
取締役（非業務執行取締役を除く）については、役割評価に基づく固定的な要素と企業業績に基づく業績連動部分を組合わせた報酬体系となっ

ております。賞与に関しては、売上高や利益額といった業績を加味した計算式により算出しております。その内容を事前に独立社外取締役の意



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

見を聴取した上で取締役会において決定いたします。なお、報酬総額につきましては、株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く）は年額５億円以内、監査等委員である取締役は年額１億円以内としてご承認をいただいており、その範囲内で決定しております。

会計監査の状況
当社は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、同監査法人から厳正な会計監査を受けております。当社の会計

監査業務を執行した公認会計士は、同監査法人の谷藤雅俊氏、小堀一英氏の２名であり、また監査業務に係る補助者の構成については、公認
会計士が８名、その他が７名となっております。

当社は、取締役10名のうち、社外取締役３名（うち監査等委員２名）で構成しております。それぞれの社外取締役が、一般株主との利益相反の
恐れのない独立性を有しております。また、社外役員がもつ豊富な経験と幅広い見識や、財務的、法務的な専門性を活かし、取締役の業務執行
に対し、中立的、客観的立場から適正な監査・監督機能を十分に果たしております。当社は、社外取締役の存在は、当社グループの経営体制の
強化とともに、コンプライアンス体制の充実に寄与するものと考えており、それゆえ現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用し、また、さらなる
体制の充実をすすめております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2016年６月29日開催の第34回定時株主総会においては、招集通知を開催日の19日前に発

送するとともに、発送日に先立ち６月８日に東京証券取引所及び当社ホームページにて電子
的に公表しております。

招集通知（要約）の英文での提供
2016年６月29日開催の第34回定時株主総会から、「招集通知ご通知」（狭義の招集通知）及

び株主総会参考書類を英訳し、東京証券取引所及び当社ホームページにて提供しておりま
す。

その他
出席者の方がわかりやすくなるよう、株主総会のビジュアル化を行っております。また、当社

ホームページ上には、株主総会招集通知及び事業報告を掲載しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

証券アナリスト向けに、中間期及び通期に関する決算説明会をそれぞれ
行っております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
国内外の投資家との個別ミーティングを実施しているほか、証券会社主催の

海外機関投資家向けカンファレンスに適宜参加しています。
なし

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、四半期報告書、決算短信（期末・四半期）、招集通知、事

業報告、年次報告書（期末、第２四半期）及びアニュアルレポートを掲載してお
ります。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR専任部署として、広報・IR部を設置しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

ステークホルダーの立場を尊重する当社グループの姿勢を盛り込んだ「コンプライアンスマ
ニュアル」を含む『企業倫理ガイドブック』を配布しており、企業倫理室が、企業倫理の観点から
社員の啓発・指導を行っております。

その他
役員への女性の登用状況

当社の取締役の数は10名であり、男性９名、女性１名であります。執行役員は３名であり、そ
のすべてが男性であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1)グループ企業行動憲章について、当社グループの役職員への浸透を図るとともに、広く社会に明示・伝達し、社会から信頼される企業風土

を育てる。
2)当社は、企業行動憲章のほか、コンプライアンス基本規程に基づき、当社グループの法令定款違反の未然防止を図る。
3)当社は、コンプライアンス担当部門を設置し、当社グループのコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。
4)当社は、当社グループの法令定款違反その他コンプライアンス違反についての内部通報システムとして、社内及び社外（第三者機関等）に

通報窓口を設置し、内部通報規程に基づきその運用を行う。
5)当社は、内部監査担当部門を設置し、当社グループの各部門を対象に内部監査を計画的に実施する。
6)当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮断する。反社会的勢力からの不当要求

等に対しては、断固として屈することなく、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。
２．取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行にかかる情報については、社内規程に基づき適切に保存及び管理することとする。取締役は、これらの情報を必要に応じ
て閲覧することができる。

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1)当社は、リスク管理基本規程に基づき、当社グループのリスク管理を行う。当社は、グループ会社の規模や性質等に応じて、リスク管理規程

を制定させるなどの必要な体制を整備させる。
2)事業継続計画を策定し、地震その他の災害リスクに備えた体制の整備を行う。
3)当社は、当社グループに重大なリスクが発生もしくは発生するおそれがある場合には、リスク管理基本規程に基づき、対策本部を設置し、必

要に応じて外部の専門家（顧問弁護士・税理士等）の指導・助言を受け、迅速な対応を行うとともに、損害の拡大防止・抑止に努める。
４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)当社は、取締役会を原則として毎月１回開催し、法令で定められた事項のほか、経営上重要な事項について議論し、意思決定を行う。
2)当社は、グループ経営会議を原則として毎月１回開催し、グループ会社の事業計画の遂行状況や経営上の重要事項を報告させるとともに、

議論を行い経営活動の最適化を図る。
3)当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社に対する経営管理体制を整備するとともに、グループ会社の経営上の重要事項を、当

社との相談又は報告事項とする。
4)当社は、当社が直接経営管理を行うグループ会社との間で経営指導契約を締結するなどにより、経営指導及び管理並びに間接業務（財務・

人事・総務・法務等）のサポートを行う。
5)当社は、社内規程に基づき、業務及び権限の分担を行い、効率的に個々の業務を遂行する。当社は、規模や性質等に応じて、これに準拠し

た体制を整備させる。
５．監査等委員会の職務を補助すべき職員に関する事項

1)監査等委員会の職務を補助すべき職員の任命、異動等については、監査等委員会の意見を尊重して決定するものとし、その独立性及び監
査等委員会の指示の実効性の確保に努める。

2)監査等委員会より職務の命令を受けた当該職員は、その職務について、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けない。
監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、必要に応じて当該職員の独立性及び当該職員に対する監査等委員会
の指示の実効性の確保に関する体制等の整備を要請することができる。

６．当社グループの役職員が監査等委員会に報告をするための体制等
1)当社グループの役職員（これらの者から報告を受けた者を含む。以下、本項において同じ。）は、監査等委員会に対し、当社グループのコンプ

ライアンス、リスク管理、内部通報の運用状況等について定期的に報告する。
2)当社の内部監査担当部門は、監査等委員会に対し、当社グループの内部監査結果について報告する。
3)当社グループの役職員は、監査等委員会に対し、以下の事項についてすみやかに報告する。

ア 当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
イ 当社及びグループ会社に重大な法令定款違反のおそれがある事項
ウ その他監査等委員会が求めた事項

4)当社及びグループ会社は、当社グループの役職員が上記1)から3)の報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを行ってはならない。
７．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査等委員会の監査が実効的に行われるため、上記に掲げるほか、以下の体制を確保する。
1)監査等委員は、取締役会のほか、経営会議その他の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。
2)監査等委員は、重要な会議の議事録、稟議書類その他の重要書類を、いつでも閲覧することができる。
3)監査等委員会は、定期的に会計監査人による監査報告を受ける。
4)監査等委員会は、必要に応じて代表取締役と会合を持ち意見交換を行うことができる。
5)当社は、監査等委員からその職務の執行に係る費用等について請求があった場合、職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、

これを拒むことができない。

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断します。反社会的勢力からの不当要求等に対しては、断
固として屈することなく、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応します。

このような基本的な考え方を、社員向けのコンプライアンスマニュアルとして策定した「企業倫理ガイドブック」に明記するとともに、当ガイドブック
を配布し、指導・説明を行うことで、周知徹底を図っております。

管轄の警察署担当係官とは、平素から緊密な連携を保ち、本店及び各支店の担当者との連絡及び通報体制を確立しています。また、外部の専
門機関や顧問弁護士との連絡を密にして、反社会的勢力・団体に関する最新の動向や情報を収集するとともに、緊急時の指導・相談、援助の体
制を構築しています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 なし

―――

当社は、投資家の皆様のご要望にお応えするため、投資判断に影響を及ぼすと思われる会社情報を法令遵守のうえ遅滞なくかつ公平に開示
するよう努めており、情報取扱責任者として財務担当部長を、情報開示責任者として広報・IR部長をそれぞれ任じております。
当社は、株式会社東京証券取引所の定める「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」（以下「適時開示規則」という。）に
従い会社情報の開示を行っております。
開示の基準といたしましては、「適時開示規則」に定める「決定事実に関する情報」および「決算に関する情報」は、原則として取締役会の承認を
経て遅滞なく開示することとしております。また会社に重大な影響を与えると思われる事実が発生した場合には、「適時開示規則」の定める「発生
事実に関する情報」に基づき、情報取扱責任者が社長または関係部門との協議により情報開示の可否を判断したうえで、遅滞なく開示することと
しております。
開示の方法といたしましては、「適時開示規則」に該当する会社情報は、同取引所のTDnetに登録するとともに、同取引所内にある記者クラブで
記者発表（プレスリリースの投函等）を行うこととしております。また、当社ウェブサイト上にも掲載いたします。
なお、「適時開示規則」に該当しない会社情報につきましても、投資家の皆様の投資判断に影響を及ぼすと思われる場合には、適切な方法で遅
滞なく開示することとしております。


